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WTO（World Trade Organization)における
TBT協定（Agreement on Technical  Barrier on Trade）

国際的動向

背景

規制改革推進3か年計画（平成13年3月30日閣議決定）

国内の動向

性能設計概念に基づいた設計の原則・指針（土木学会、平成15年3月）

基準の内容が、技術革新に対して柔軟に対応できるよう、仕様規定となって
いる基準については、原則としてこれをすべて性能規定化するよう検討する。

設計者は、当該構造物が性能規定を満足することを証明しなければならな
い。そのため、構造物の設計報告書を適切な審査機関に提出して審査を受
けることが望ましい。

ISO（International  Organization for Standardization)
構造物の設計は性能規定化を原則

国際規格（ISO規格等）が存在する場合、加盟国はその
国際規格を適用すべきである。

港湾管理者の長／都道府県知事による審査

性能基準における適合性確保のスキーム

高度な設計方法

国又は第三者機関
による確認

標準的な設計方法

建設又は改良

ＯＫの場合

性能基準に基づく設計

技術基準の性能規定化のメリット

標準的な設計事例

堤体縮小
（コスト縮減）

抵抗力

波力

波力（水平成分）

波力（鉛直成分）

抵抗力

高度な設計事例

堤体に作用する波力を
分散させることにより、
必要な抵抗力を低減

堤体の縮小（コスト縮
減）が可能

堤体に作用する波力を
制御するのに必要な抵
抗力（堤体重量）を確保

施策（１）技術基準の性能規定化を適切に実施するための事前対応システムの整備

①標準手法等の設計情報の提供、②適合性確認のためのシステムの整備
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技術基準対象施設（水域施設、外郭施設、係留施設その他政令で定める港湾の施設）

公共の安全上又は公益上重要な施設
（耐震強化岸壁、防波堤、護岸、危険物又は旅客を扱う係留施設）

その他の施設

標準手法による場合標準手法によらない場合

国又は第三者機関による確認

単独事業

国

基準適合性の判断

決定

建設又は改良

基準適合性の判断

設計

港湾区域内、臨港地区内等の工事等

港湾管理者の長又は都道府県知事

届出
（通知）

不許可等

・登録要件の厳格運用
・第三者機関に対する
適合命令、改善命令、立入検査

・確認員の継続的な研修の義務づけ

審査の技術力維持
のための研修等の
強化

施策（１）技術基準の性能規定化を適切に実施するための事前対応システムの整備

①標準手法等の設計情報の提供、②適合性確認のためのシステムの整備

許可等

基準適合性の判断

許可申請
（協議）

補助事業

実施主体：港湾管理者 実施主体：民間事業者、（地方公共団体）

補助申請

不決定
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技術基準の性能規定化 既存ストックの増大、老朽化の進展

今後新たに整備される施設 既に整備された施設

背景・
課題

対応

港湾施設の維持管理費用の増大

整備費
の低減！

港湾施設に対する点検診断計画及び維持補修計画の策定

・今後整備する施設：整備時に策定 ・既に整備された施設：改良時等に策定

適切な維持管理を実施するための枠組み

設計の自由度が増大するため、適切
な維持管理を前提にした初期コスト低
減施設の設計が可能。

適切な維持管理の実施が前提 適切な維持管理の実施が必要

ライフサイクルコストの低減

施設の延命化
による改良費
の低減！

港湾施設の適切な維持管理が可能

施設管理者
の負担低減！

設計供用期間
中の性能確保
が必要

施策（１）技術基準の性能規定化を適切に実施するための事前対応システムの整備

③計画的な維持管理の推進
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施策（２）港湾施設の機能及び安全性を維持するための事後対応システムの整備

港湾施設の診断に係る民間資格制度（港湾構造物診断士（仮称））

維持管理のための
基準

港湾施設の技術上の基準
（維持管理部分のみ抜粋）

（国が策定）

ライフサイクルマネジメント
（施設管理者が実施）

港湾施設の管理者が港湾利用者等への情報を開示する仕組みを構築する
ことにより、港湾施設の管理者等による自主的な安全への取り組みを社会的
に促進

港湾利用者等

点検・診断の要領

維持・補修の要領

総合的な維持管理の要領
（国が策定）

準
拠

活
用

維持補修計画

点検診断計画維
持
管
理
計
画

具体化

準拠

準拠

具体化

情
報

情
報

情
報

促
進
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施策（３）安全で経済的な港湾施設の整備・維持管理に向けた国の支援体制の整備

１．国の港湾情報収集・提供体制の整備

港湾区域及び一般海域で得られる波浪情報等の利用を促進し、効率的な事業の実施を図るなど、

広域的視点に立った国及び港湾管理者の役割についての期待が増大

→ 国の港湾情報収集・提供体制の整備

２．港湾施設の整備・維持管理技術を保持し伝承する人材の育成・確保
業務の外部委託化が進む中、国及び港湾管理者の技術力の低下が懸念

→ 港湾施設の的確な整備・維持管理のための『匠の集団』の育成・確保

・専門家を養成する機能（研修等）を適切な機関（国の試験研究機関等）に要請

・港湾施設の性能評価実務を担当する職員の実地実務・技術研修の強化等

３．第三者機関の技術力の確保及び維持

建築物の耐震強度の偽装問題等を踏まえ、第三者機関の技術力確保に対する強い要請

→ 技術基準との適合性確認を行う第三者機関の技術評価能力の厳格な審査

・確認員の学位、実務経験年数等の客観性、透明性のある資格の確認

・３年周期での国による第三者機関の技術評価能力の審査
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A港

GPS波浪計
（沖合10～20km）

Ｂ港

波高計

港湾局と港湾管理者及び関係機関等との間で、ＧＰＳ波浪計等を活用して、港湾施設の
整備や技術基準の策定に必要な情報を把握、伝達するためのネットワークを構築・強化

地方整備局

官邸、関係機関

本省
（港湾局）

国土技術政策
総合研究所

港湾管理者
港湾事務所等

直轄
港湾事務所 ＧＰＳ波浪計

国有港湾施設
データベース

港湾施設情報等

（沖合の波浪情報の収集のための機器）

民間事業者

インターフェース

ナウファス海象計
水深約５０ｍ

約５ｋｍ

約２０ｋｍ

GPS波浪計
水深約１００ｍ

波
陸上基地局

GPS衛星

GPS波浪計

沖合の波浪情報
を観測

波高計・海象計

（港湾区域内の波高・波向を観測する機器）

施策（３）安全で経済的な港湾施設の整備・維持管理に向けた国の支援体制の整備
①国の港湾情報収集・提供体制

海象計
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水域・陸域にわたる船舶、自動車等の放置等の規制と監督処分に係る法的枠組みを整備

・港湾管理者により港湾区域（水域）と臨港地区等（陸域）にわたる放置等禁止区域を指定

⇒ 禁止区域内では、①放置等に対する罰則、②放置艇、放置自動車等の撤去・保管、③売却・廃棄処分が可能

施策（４）港湾及びその周辺地域を含む総合的な維持管理の推進


